
第 59 回
市町村議会議員研修会 開催（オンライン）

お申し込み方法、参加費などは、裏面をご覧ください。⇒
◇お問い合わせ先
自治体研究社　議員研修会係　〒162-8512　東京都新宿区矢来町 123 矢来ビル 4F
TEL：03-3235-5941　 FAX：03-3235-5933　 e-mail : info@jichiken.jp

川瀬憲子　静岡大学教授
　少子高齢化、人口減少、所得格差、地域間格差、デジタル社会への対応など、地域社会における自
治体財政の果たす役割はますます重要になってきています。本講座では、自治体財政の基本的な仕組
みやポイントを分かりやすく解説した上で、現状と課題について解題します。
　自治体財政を考えるうえで重要なのは、国と地方の財政関係です。地方財政計画と地方交付税交付
金の関係、「地方創生」政策と関連交付金、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、デジ
タル田園都市国家構想推進交付金等が自治体財政にいかなる影響を及ぼすのかについて、具体的事例
を交えながら解説し、今後の人口減少時代における地域づくりのあり方について考えます。
テキスト：川瀬憲子 著『集権型システムと自治体財政―「分権改革」から「地方創生」へ』 

税込特価 2300 円

■ 2022 年 12 月 2 日（金）13：30〜15：30

第
２
講
義

人口減少時代の 
地方財政を考える
●「地方創生」政策とデジタル化政策に焦点をあてて

中山　徹　奈良女子大学教授
　デジタル化の動きが急です。そのなかで、「新しい資本主義」のひとつの柱、デ
ジタル田園都市国家構想とはなにを目的としているのでしょうか。デジタル化に
よって大都市と地方の格差をなくし、地方を活性化すると謳います。
　しかし、そこには多くの民間企業が関わり、市民サービスを担うことになります。企業であれば対
価を求めます。対価を負担できない市民は置き去りにされます。市民はもはや自治の担い手でも、DX
の主体者でもありません。デジタル田園都市国家構想は、このように市民を利用者としてのみ捉えて
います。この事実は明らかにして、地方自治からの対抗軸を模索します。
テキスト：中山　徹 著『人口減少時代の自治体政策―市民共同自治体への展望』税込特価 1100 円 

中山　徹 ほか著『デジタル化と民主主義・地方自治（仮）』（近刊）

■ 2022 年 12 月 2 日（金）10：00〜12：00

第
１
講
義

デジタル田園都市国家構想を
解剖する
●市民を置き去りにさせないために

加速するデジタル化のなかで、市民の立場と自治体財政を考えます。



（オンライン）第59回 市町村議会議員研修会� 開催

2022 年 12月 2日（金）

FAX、メール、ホームページからお申し込みください。
FAX	 03-3235-5933
メール	 info@jichiken.jp
HP	 https://www.jichiken.jp/
［受講料］
第 1講義＝8,000 円（個人会員：7,000 円）　税込以下同。
第 2講義＝8,000 円（個人会員：7,000 円）
＊全２講義受講の場合は、受講料 15,000 円（個人会員：13,000 円）

◇議員の方に限らず受講いただけます。
◇お申し込みいただいた順に、受講料の振込み口座をご案内します。
◇キャンセルの際は、ご入金の有無に関わらず必ずご連絡ください。開催日の８日前からキャンセル料が発生します。�
詳しくは弊社ホームページをご覧ください。

自治体問題研究所 検索

■受講者様� ■申込締め切り　11月 23日（水）までにお申し込みください。

氏名（ふりがな）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 現職：

参加講義に○ 第 1講義　　　　　　第 2講義

会員種別に○ 「自治体問題研究所」や「各地域研」の会員　　　　　　会員ではない

メールアドレス（★参加に必須）�
＊スマートフォンでの視聴は可能ですが、レジュメの受け取りはできません。

電話 FAX

住所　
（郵便番号　　　　-　　　　）

領収書宛名

ご記入いただいた個人情報は、弊社主催の研修会のご案内に利用
させていただく場合がございます。第三者への個人情報の開示・
提供は、ご本人の同意がなければいたしません。

■Zoom議員研修会　テキスト注文書
研修会参加者に限る税込特価です。この注文書でお申し込みください。
送料一律 400円でお送りします。

人口減少時代の自治体政策
―市民共同自治体への展望 （第 1講義／税込特価 1100円） 冊

集権型システムと自治体財政
―「分権改革」から「地方創生」へ （第 2講義／税込特価 2300円） 冊

FAX番号：03-3235-5933


